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研究成果の概要（和文）：グローバルなテロとの戦争、ISなどの強大な「非国家」主体の勃興をうけて、国際社会がNI
AC概念を再定義せざるを得なくなった事情を確認しつつ、次のような見解を得ることができた。第1に再定義されたNIA
C概念が新しい事情に「より適合的」な紛争被害者保護の枠組みを提供しうること。第2に、同時に人権保障や正義の実
現と行った多面的検討によれば、そうした再定義されたNIACが必ずしもすべての戦争被害者の保護を増進するわけでは
ないこと。第3に、とはいうものの、現在の国際法体系下ではNIAC概念を拡張することによって保護の枠組みを構築す
るよりほかに現実的なアプローチが見いだせないこと、である。

研究成果の概要（英文）：In the era of "war on terror", which involving powerful "non-state" actors like 
the IS, international society had to redefine the concept of the Non-international armed conflicts, to 
which some rules of international humanitarian law apply. After four-year research, following points were 
found. 1) The framework of "Re-defined" NIAC could provide war victims of such new conflict better 
protection. 2)At the same time, this multi-dimensional analysis shows us that the new framework does not 
provide such enhanced protection to all victims, some of whom supposed to enjoy lesser protection 
especially if compared with otherwise given under other regimes, such as international human rights law. 
3) Yet, new redefined framework of the NIAC should be regarded as a sole approach which is realistic in 
order to provide humanitarian protection in armed conflicts (other than inter-state ones, classic wars) 
in modern world of disorder.
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１．研究開始当初の背景 
 武力紛争を規制する国際法の規則は、伝統
的に国際的武力紛争（IAC）のみを規律対象
事項として発展し、非国際的武力紛争
（NIAC）については、それら規則のごく一
部が適用されるにとどまった。しかし近年で
は、諸々の条約規則において NIACに適用可
能な規則が整備され、判例・国家実行の集積
によりNIACに適用される国際人道法の慣習
法規則の存在が幅広く認められるようにな
った。これにより、NIACに適用される国際
人道法の規則が飛躍的に拡大し、IACに適用
される国際人道法規則とNIACのそれとの区
別が相対化しつつあると言われている。本研
究は、こうした背景から変容を迫られている
（といわれている）NIACに適用される国際
法の有り様を可能な限り複合的な視点から
研究する必要があると考えたことをきっか
けとしている。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、①NIAC概念再定義の当否
を検討すること、そして、そのように再定義
されたNIACにおいて②適用される国際人道
法規則がその存在意義をどのように変化さ
せているか、③国際人道法と国際人権法の適
用関係の調整がどのように行われるか、④戦
争犯罪処罰制度と大規模人権侵害犯罪処罰
制度との関係を検討することにより、紛争犠
牲者保護のより適切な法的枠組みを提示す
ることである。 
従来のNIACに適用される国際人道法の研
究は、高度な組織性を備え一定領域を支配す
る「反乱団体」を想定した議論に終始してい
るように思われるが、本研究では、21世紀の
現実により即した前提をとり、法的にあるい
は事実上非対称である紛争当事者の関係、ま
た十分には組織されていない紛争当事者を
も含めた当事者間の関係において、国際人道
法が新しい存在意義を見出しうるかを問題
としている。また国際人道法のみならず、国
際人権法および国際刑事法をも取り込んだ
包括的な視座を有している。これらが本研究
の特色であり独創性である。研究の結果とし
て予想されるのは、NIAC概念の変質を踏ま
えた、国際社会の現実をより正確に反映した
NIAC規制規則の枠組みの提示である。本研
究の成果は、戦争被害者の保護のため、より
包括的で現実的な法的枠組みを提示する一
助になると考えられる。 
 
３．研究の方法 
本研究は、4 年間にわたって次のような小
課題を順次検討する方法で行われる計画で
あり、基本的にはこの予定通り研究が進めら
れたと考えられる。 
（１）非国際的武力紛争（NIAC）概念の再定
義の当否とその拡大可能性に関する研究。す
なわち「再定義」されたといわれる NIAC 概
念の外縁を明らかにすることで、そのような

再定義の妥当性を研究する。 
（２）「新しい」NIAC に適用される国際人道
法の「新たな意義」に関する研究。すなわち
そのような「あらゆる事態に適用可能な」基
本的人道規則（Fundamental Standard of 
Humanity）の明確化のため行われてきた過去
の様々なイニシアティブと NIAC に適用され
る国際人道法の拡大との関係を研究する。 
（３）「新しい」NIAC における国際人道法と
人権法の補完的適用・または適用上の「衝突」
に関する研究、すなわち「新たな状況」にお
いて国際人道法が人権保障のために果たし
うる役割は何か、国際人権法の適用により国
際人道法の果たすべき役割が制約されるこ
とは適切かという問題を検討する。 
（４）「新しい」NIAC における戦争犯罪・大
規模人権侵害犯罪処罰の枠組みに関する研
究。すなわち武力紛争を前提とする戦争犯罪
処罰の枠組みと、武力紛争の存在を必ずしも
前提としない人道に対する犯罪・集団殺害犯
罪処罰の枠組みとの相互補完的な関係が「新
しい」NIAC においてどのように捉えなおされ
るかを検討し、上記の研究とあわせて「再定
義」された NIAC を規制する国際法のあり方
に関する包括的な検討のまとめとする 
 
４．研究成果 
 まず、上記（１）については、「国際的性
質を有しない」武力紛争として国際人道法の
条約においてどのような紛争が想定されて
いるかを、条約起草過程、国家実行、判例な
どを素材にして検討した。その結果、起草過
程においては、平時→NIAC への移行の基準
（下の敷居）と NIAC と IAC との相違（上の
敷居）に関する議論が中心で、「国際的性質
を有しない」ことが何を意味するのかについ
て、明確な答えは得られなかったが、その反
面、そのような NIAC 概念の柔軟性が、後の
国際人道法の発展につながったという意義
が明らかになったと言える。 
 （２）の問題すなわち、NIAC に適用される
国際人道法の「新たな」意義について検討す
るなかで、新たに検討対象としなければなら
ない問題として、IAC が政府承認の切り替え
や中央政府の同意などにより、NIAC に移行す
る現象（国際紛争の非国際化）に注目した。
この研究の結果、IAC の非国際化という現象
の法的枠組みについて理解が深まったほか、
NIAC に適用される国際人道法が国際紛争に
適用される国際人道法との関係で決定的な
相違有することが明らかになった。 
 （３）の問題については、故藤田久一教授
の業績を総括するなかで、藤田教授のご指摘
通り「人民の生存」のための国際人道法の現
代的意義という観点から国際人道法と国際
人権法の関係性（共通性）を重視すべきであ
り、今日の対テロ戦争の時代においては、被
抑留者の国際法的保護の観点から、その意義
が強調されるべきことが明らかになったと
いえる。 



 （４）については、国際刑事裁判所の裁判
例や同裁判所に対する諸国の態度を検討す
ることにより、NIAC の場合に特に、戦争犯罪
の訴追が正義の実現と平和の実現との二律
背反的状況におかれざるを得ないことにつ
いて分析することができた。 
 全体としては、グローバルなテロとの戦争、
IS などの強大な「非国家」主体の勃興をうけ
て、国際社会が NIAC 概念を再定義せざるを
得なくなった事情を確認しつつ、次のような
見解を得ることができた。第 1に再定義され
た NIAC 概念が新しい事情に「より適合的」
な紛争被害者保護の枠組みを提供しうるこ
と。第 2に、同時に人権保障や正義の実現と
行った多面的検討によれば、そうした再定義
された NIAC が必ずしもすべての戦争被害者
の保護を増進するわけではなく、時には逆の
効果ももたらしうる可能性があること。第 3
に、とはいうものの、現在の国際法体系下で
は NIAC 概念を拡張することによって保護の
枠組みを構築するよりほかに現実的なアプ
ローチが見いだせないこと、である。 
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